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報告の構成

1. 岩波講座『⽇本経済の歴史』について
2. 講座の刊⾏で何が分かったか：GDP推計を中⼼に
3. 戦前昭和期と⾼度成⻑期の⽐較
4. ⻑期停滞の構造的原因
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1．深尾京司・中村尚史・中林真幸編 岩波講座
『⽇本経済の歴史』全6巻，2017-18年について

• 経済史に関する岩波講座としては，1932‐33年に刊⾏され
た『⽇本資本主義発達史講座』全7巻以来，85年ぶり．

• マルクス経済学（講座派）から近代経済学へ． 3



• GDP推計を軸とする → 数量分析を重視，
海外諸国の経験と⽐較

• 中世も対象とする → アジアとの分岐の基
点，歴史家との共同作業

• 制度の経済学を重視 → ⼟地制度，労働市
場，政府等の役割を分析

• 失われた20年をカバー → ⽇本の奇跡の源
泉だけでなく，停滞の原因も探る

• マトリックス形式 → 編集協⼒者の参加に
より分野毎に視点を統⼀

1988-89年に出版された岩波『⽇本経済史』
全8巻との違い
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マトリックス形式
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1．岩波講座『⽇
本経済の歴史』に
ついて



• 律令制度の情報，荘園領主
の年貢収⼊，賃⾦率（⼤
⼯・雑業者等），都市⼈⼝，
⼈⼝密度，等でGDPを推計．

• Maddisonの⽅法で1⼈当たり
GDPを国際⽐較．

• 平安中期（⼈⼝減）以降，
貧困線（1990年⽶国物価で
測って，1⼈1⽇1ドル）より
はかなり⾼い．

• 14‐15世紀から次第に豊かに
なる，⼈⼝も増加（↔速⽔
融教授）
←惣村の発達，戦国⼤名の
⼀円⽀配

• 英国は⿊死病蔓延で豊かに．

2．GDPについて何が分かったか：中世
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• ⼟地⽣産性や賃⾦率，びた銭の価値等について更なる研究が必要．
• 歴史家による経済史研究の必要
⻄⾕正浩（2006）『⽇本中世の所有構造』塙書房・⼭城国上久世荘の研究．
⾼島正憲（2017）『経済成⻑の⽇本史―古代から近世の超⻑期GDP推計 730‐
1874』名古屋⼤学出版会．

2．GDPについて何が分かったか：中世

Broadberry et al. “British Economic Growth 1270‐1870. 7



• ⽯⾼データを補正．⻑州藩，
熊本藩（熊本⼤今村直樹准教
授）のデータも参考とする．

• ⼈⼝増は16世紀から始まって
いたと考える

• 18世紀より，プロト⼯業化，
第三次産業の拡⼤
←アジアにおける⼩分岐．

• ⼤阪を中⼼とした国内交易網
の発達，城下町形成・参勤交
代等による都市化の加速，⼥
性の⾼い平均初婚年齢，⼤き
な財政収⼊，安定した統治．

• 藩は，産業育成のインセン
ティブを持つ．中国における
中央集権・弱い財政基盤の弊
害．

2．GDPについて何が分かったか：近世
⼈⼝1⼈当たりGDPの推移：国際⽐較
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• 1⼈当たりGDPは1874年に
は既に，欧州で最も貧し
い東欧やポルトガルとほ
ぼ同程度に達していた．

• 明治維新により，近代国
家の形成と様々な制度改
⾰を実施．

• 列強の植⺠地化を逃れる．
• アジアで初めて，近代的

経済成⻑を開始．明治期
の成⻑率は，アジアの多
くの国を上回ったが，ほ
とんどの先進国を下回る
（↔旧⻑期経済統計）．

2．GDPについて何が分かったか：明治期

⼈⼝1⼈当たりGDPの推移：国際⽐較
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• 第⼀次⼤戦や⼤恐慌で疲
弊した欧⽶に，重化学⼯
業化，都市化を通じて
キャッチアップを続けた．
1940年にはGDPの規模で
欧州列強とほぼ並んだ．

• 需要不⾜で停滞した1920
年代には都市のインフラ
整備が進む．

2．GDPについて何が分かったか：⼤正・昭和戦前期
⼈⼝1⼈当たりGDPの推移：国際⽐較
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• 1⼈あたりGDPで⾒ると，⾼
度成⻑（1955‐73年）によ
り欧州諸国に追い着いた．

• 安定成⻑期（1973‐90年）
に欧州諸国を抜き⽶国に
迫った．

• ⻑期停滞期（1990年以降）
に欧⽶に後れを取った．

2．GDPについて何が分かったか：第⼆次⼤戦後
⼈⼝1⼈当たりGDPの推移：国際⽐較
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• 昭和戦前期にも，⾼
度成⻑期と同じよう
に重化学⼯業化が成
⻑を主導．

• 昭和戦前期と⾼度成
⻑期はどれほど似て
いるか？

3．戦前昭和期と⾼度成⻑期の⽐較：重化学⼯業化
製造業付加価値の産業別構成
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⾼度成⻑期と⽐較して，昭和
戦前期には，第⼀次産業の縮
⼩はあまり進まず（Hayashi 
and Prescott 2008）．
←⾼度成⻑期には第三次産業
を中⼼とした資本蓄積が，機
械をはじめ重化学⼯業製品へ
の需要を牽引した（三種の神
器，3C等，消費需要は⼆次的
（↔吉川洋教授）．輸出が急
拡⼤するのは⾼度成⻑後）．
昭和戦前期には軍需と植⺠地
への輸出が⽀えた（↔中村隆
英教授） ．
⾼度成⻑期には，産業構造変
化やTFP上昇加速が資本収益
率の下落を抑制した．

3．戦前昭和期と⾼度成⻑期の⽐較：産業構造変化
就業者数の産業別構成
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⾼度成⻑期には，TFP上昇，資本装備率上昇，労働の再配分効果
が共に加速．

3．戦前昭和期と⾼度成⻑期の⽐較：成⻑会計
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資本係数（資本ストック／GDP）の⻑期推移

⾼度成⻑期から2000年代はじめまでの資本係数上昇は，⽇本史に
おいて特異な現象．

3．戦前昭和期と⾼度成⻑期の⽐較：資本蓄積
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3．戦前昭和期と⾼度成⻑期の⽐較：資本蓄積
2000年代に⼊ると旺盛な資本蓄積は減退
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⾼度成⻑期には，⺠
間貯蓄の上昇と政府
⽀出の抑制（パック
ス・アメリカーナの
下での軍事⽀出抑
制）が，旺盛な⺠間
投資を⽀えた．

労働⼈⼝増加の減速
とTFP上昇減速により
⺠間投資が減少
→貯蓄超過問題が⽣
じた．慢性的な需要
不⾜へ．

4．⻑期停滞の
構造的原因：
需要⾯
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⽇本では，製造
業，⾮製造業共
に，1990年代以
降全要素⽣産性
（TFP）の上昇が
減速．
⼀⽅，⽶国では
両産業共にTFP上
昇が加速．

4．⻑期停滞の構造的原因：供給⾯
TFPの推移：⽇⽶⽐較
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⽇本ではICT⾰命が起きず
←雇⽤の硬直性，BPOベンダーが育たず，技術者の⼤企業志向
⾦融・保険業が構造不況業種に，原発の稼働停⽌で電気業も停滞

4．⻑期停滞の構造的原因：⾮製造業

19

政府（教育・医療を含
む），建設・不動産を
除くと尤もらしい結果
（↔三輪芳朗教授）



4．⻑期停滞の構造的原因：⾮製造業
• 新陳代謝機能の停滞（参⼊・退出が少ない）
• 情報通信技術（ICT）投⼊の低迷（特に中⼩企業のICTサービス

購⼊が停滞）
• 無形資産投資が停滞，⾮正規雇⽤の増加と熟練形成の停滞
← 労働問題と密接に関連

• 組織変⾰や雇⽤調整、教育訓練を避けるため、パッケージ・ソフトウェ
アでなくカスタム・ソフトウェアを購⼊（ネットワーク外部性が⽣じ難
い、優れた情報管理⽅法の導⼊が遅れる）

• 予想閉鎖コストが⾼いため、新規開設せず
• 労働の流動性確保のための⾮正規雇⽤の増加
• ⾮正規雇⽤者には教育訓練が少ない。
• 雇⽤維持のためアウトソースはグループ企業内で⾏う（最も効率的な供

給者が受注しない）→BPOベンダーが育たず→特に中⼩企業にとってICT
投資が割⾼に

• 労働者の終⾝雇⽤志向・⼤企業志向が強い→中⼩企業は技術者が得られ
ず

← 低成⻑や企業の優位分野の絶えざる変動により，⾼度成⻑を
⽀えた⽇本的労使関係（第4巻第1章⽇⽴の事例，第5巻第1
章）が成⻑の桎梏となった可能性 20



ICT産業がTFP上昇
を牽引し続けた．

⾃動⾞部品・同付
属品，繊維，鉄鋼，
⺠⽣⽤電⼦・電気
機器等でTFP上昇下
落の寄与が⼤きい．

4．⻑期停滞の構造的原因：製造業
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⽣産の海外移転と⼯程間分業の進展により，産業内貿易が急増
（グローバル・バリュー・チェーンの深化）．

4．⻑期停滞の構造的原因：国際分業の深化
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4．⻑期停滞の構造的原因：電機のコモディティー化
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• 円⾼下で，⽇本と同様に低廉で有能な労働を持つ韓国，台湾，中国等の追い上げ．

• ICTにおいて基礎研究，ソフトウェア，ICTサービスの重要性が⾼まった．

→ ⽇本企業が⽣産する多くの電機・電⼦機器が⼀般商品化し，マークアップ率が下落．
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労働の質 資本労働⽐率 TFP 労働分配率 賃⾦格差 労働⽣産性

• ⼤企業による⽣産の海外移転と，取引関係の流動化により（⽇本的取引関係
の変化），⼤企業から中⼩企業への技術のスピルオーバーが減少した可能性．

• ⽶国のように中⼩企業が⾃前でR&Dを⾏う重要性が⾼まっている．
• 中⼩企業における無形資産投資や熟練形成促進，⼤学教育改⾰等がおそらく

重要

4．⻑期停滞の構造的原因：⼆重構造の再来
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規模間賃⾦格差の要因分解：従業員1,000⼈以上／100⼈未満
軽⼯業 重化学⼯業 機械⼯業
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⼈⼝減少，⼥性の就業増加，対外直接投資と国際分業の深化，ア
ジア諸国のキャッチアップ，等の環境変化により，戦後の⾼成⻑
を⽀えた⾼貯蓄率，⽇本的労使関係，⽇本的取引関係，等（岡
崎・奥野編1993）が成⻑への桎梏となった可能性．

限定正社員制等による労働市場改⾰，中⼩企業におけるR&Dや熟
練形成の促進，⼤学教育改⾰，海外市場を⽇本の財・サービス輸
出に開かせる政策，ICT分野での基礎研究・ソフトウェア・サー
ビス提供への⽀援，膨⼤な企業貯蓄の解消（社会保障による財政
⾚字問題と表裏），等が必要か．

4．⻑期停滞の構造的原因：結論
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